
１．申請事業者

２．共同申請事業者

様式第1

岩井　清祐

理事長

理事長

03-yyyy-yyyy

シンコウ　ジロウ

○○区●●町１丁目２番３号

なし

東京都

様式第6

様式第7

様式第12

申請日

計画変更等承認申請日

計画変更等届出日

理事長

法人名カナ

理事長

販売事業者登録番号 液石法第３条第１項の登録を受けている場合は、その登録番号

液石法第３条第１項の登録を受けている場合は、その登録番号

12A3333

販売事業者登録番号

電話番号

電話番号 03-xxxx-xxxx

ハイフンを含む8桁

ハイフンを含む12桁

ハイフンを含む12桁

ハイフンを含む8桁

ハイフンを含む12桁

ハイフンを含む12桁

● 提出様式

令和３年度

令和3年6月10日

提出様式

事業年度と様式提出日

様式第1

法人名

代表者氏名

代表者役職

● 申請基本情報（様式共通の情報です。基本情報に変更が発生した場合は、最新化し計画変更の手続きを行って下さい。）

申請者

補助金交付番号

実績報告日

法人番号（13桁）

住所（都道府県）

振興　次郎

1234567891234

123-4567

● 交付決定情報（交付決定通知を受けた際に記載して下さい）

交付決定内容

株式会社振興

交付決定日

振興　太郎

代表取締役

シンコウガス

住所（都道府県以下）

住所（都道府県）

住所（〒番号）

法人番号（13桁）

共同申請の有無

実務担当者

メールアドレス

氏名カナ

氏名

役職

所属部署

FAX番号

総務部

総務部長

※振興センターからの通知書類等は実務担当者へ送付します。

※記入する実務担当者は、当申請に関わる権限を持ち、内容等を説明できる方として下さい。

共同申請者

代表者氏名

代表者役職

法人名カナ

法人名

※記入する実務担当者は、当申請に関わる権限を持ち、内容等を説明できる方として下さい。

FAX番号

実務担当者

事業者

メールアドレス

氏名カナ

氏名

住所（都道府県以下）

役職

所属部署
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事業年度

事業者

住所（〒番号）

abcd@xxxx.co.jp

この入力シートでは多数の式が入ってい

るため、原則上から順番に記入するよう

にしてください。

申請書類の作成をする際は「様

式第1」の欄に申請日を記入し

てください。提出様式が自動で

選択されます。

申請時点の振興センターの理事

長名を記入してください。

申請書類提出時は記入しません。

液化石油ガス販売登録書等に

ある登録番号と相違ないかを

十分に確認してください。

共同申請者がいない場合は

プルダウンより「なし」を

選択すると下記の記入欄が

がグレーアウト(入力不要)

します。
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３．履行補助者（手続きを補助する者がいる場合のみ記載する）

１．事業の概要

事業の概要 1

2

通信機器のメーカー名

２．通信機器等設置に関する計画及び基準

件

件

%

件

件

件

件 補助金の授受は関係ありません。運用中の件数を記載

件

ａ． 現行導入率は 12

ハイフンを含む12桁

過去、本予算に係る構造改善事業の補助金を受けたことがありますか？

株式会社LPGC商事

所属部署

になります

となるように計画して下さい

以上として下さい

履行補助者

顧客件数

ｂ． 事業完了後の導入率は

ｃ． 新規導入数の下限は、顧客数の１０％（上限８００件）なので

5,000

上限値　50％

① 導入済の集中監視件数 600

500

直近の液化石油ガス販売事業報告に記載した一般消費者等の数

補助金の授受は関係ありません。運用中の件数を記載

メールアドレス

住所

住所（〒番号）

はい

受けたことがある場合は、その交付決定番号を記載

① 導入済の遠隔検針システムまたは集中監視件数

ｄ． 新規導入数の上限は、ｂ．の条件（上限は８００件）により

下限～上限間に当てはまる数値を②に記入してください

② 今回、新規導入したい件数

導入件数は300～800件にて申請

基準適合です

800

600

1) 遠隔開閉栓等システム構築事業を導入したい場合

氏名カナ

氏名

役職

法人名

② 今回、新規導入したい件数

以下として下さい

2) 遠隔検針システム構築事業を導入したい場合

1 遠隔開閉栓等システム構築事業

ハイフンを含む8桁

携帯電話番号

電話番号

● 申請内容（今回の申請内容を記載して下さい。）

遠隔検針システム構築事業

遠隔開閉栓等システム構築事業

FAX番号

事業区分

担当者

ハイフンを含む12桁

ハイフンを含む13桁
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209999

履行補助者がいる場合は記入してく

ださい。審査期間中は履行補助者に

も連絡することがありますので、

メールアドレス、電話番号の誤りが

ないように注意してください。

過去に同補助金の交付を受けたこと

がある事業者はプルダウンより「は

い」を選択して「交付決定番号」を

記入してください。

「基準適合です」となっていること

を確認してから次の項目に移るよう

にしてください。



３．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額

（２）

４．スケジュール、事業効果など

注）

５．導入するシステムについて

６．その他

過去３年度の平均課税所得額申告

直近過去3年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額

年度の課税所得額 円 円

年度の課税所得額 円

年度の課税所得額 円

主要株主３者及び持株比率

液化石油ガス販売事業者の主要株主（３者）

%

%

%

基準適合です

必ず記載頂いた事業完了日までに、補助事業を完了（補助事業に係る支払いを完了）してください。令和4年2月15日より遅い日付は記載できません。

0

補助金交付申請額

事業完了日

自己資金 2,250,000

4,500,000

2,250,000

令和2

令和元

平成31

50,000,000

50,000,000

50,000,000

令和4年1月15日

補助対象経費は3,000,000円以上、補助金交付申請額は30,000,000円以内が条件です。　---＞

借入金

4,500,000

事業の計画

事業効果額（円/件） ＝

計

補助事業に要する経費

補助対象経費

2,250,000

※グループ企業から調達する場合は、参考様式１又は２「利益等排除計算書」において算出した金額を記載すること

機器等設置予定件数

1/2

調達方法

（単位：円）補助金交付申請額

4,500,000

（ハ）その他 0

4,500,000

1/2

項目

はい

（単位：円）補助金算出明細

4,500,000

となります。

補助率の決定

中小企業である 業務方法書第３条第２号に規定する中小企業に該当しますか？

現行導入率は30％未満である

補助対象経費 補助率 補助金交付申請額

4,500,000

補助率は、

（イ）物品購入費

補助事業に要する経費

2,250,000

0（ロ）消耗品費等

導入するシステムに関する特徴等（自由記述）

7,500 円/件

事業効果額

株主の名称

振興一郎

振興太郎

振興次郎

持株比率

65

20

15

4,500,000

600
＝

---->過去３年度の平均額 50,000,000

上記平均額は15億円を超えていません。
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補助対象経費額

はい

業務方法書第３条第２号

「中小企業者」とは、中小企業基本法第２条第１項の規定を準用する。ただし、次のいずれかに該当する者は除く。

①資本金又は出資金が５億円以上の法人に直接又は間接に100％の株式を保有される中小・小規模事業者

②交付申請時において、確定している直近過去3年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超える中・小規模事業者

「基準適合です」となっていること

を確認してください。

借入金にて調達する場合は額を記入してくだ

さい。自己資金の場合は「0」と記入します。

「yyyy/mm/dd」形式で記入してください。

また、ここで定めた事業完了日より遅延する

ことのないように事業を計画してください。

平均額が15億以上になる場合は、本補助金

の申請において中小企業とは定義せず、

大企業と同等として扱います。

これより以下は申請時には記入不要です。

「様式第1」のシートに誤りがないかを確認し

てから「様式第1」シートをPDFとして別途保

存し、申請時Excelファイルとは別に送付して

ください。



以下は計画変更等の承認を受ける際に記載して下さい。（様式第6）

計画変更等の概要

計画変更等の理由

添付資料

以下は計画変更等の届出を行う際に記載して下さい。（様式第7）

計画変更等の概要

計画変更等の理由

添付資料

計画変更等の事項 変更前 変更後

計画変更等の事項 変更前 変更後

● 計画変更（計画変更等が必要となった場合に記載して下さい。）

P.4



件

件

%

件

件

件

件 補助金の授受は関係ありません。運用中の件数を記載

件

円

② 今回、新規導入したい件数

計画変更の補助金算出明細

① 導入済の遠隔検針システムまたは集中監視件数

顧客件数 5,000

12

ｃ． 新規導入数の下限は、顧客数の１０％（上限８００件）なので

ａ． 現行導入率は になります

0

計

ｂ． 事業完了後の導入率は

補助金の授受は関係ありません。運用中の件数を記載

直近の液化石油ガス販売事業報告に記載した一般消費者等の数

（ロ）消耗品費等

0 1/2 0

1) 遠隔開閉栓等システム構築事業を導入したい場合

① 導入済の集中監視件数 600

（ハ）その他

下限～上限間に当てはまる数値を②に記入してください

0

（イ）物品購入費

となるように計画して下さい上限値　50％

（単位：円）

補助率

以下として下さい

項目 補助事業に要する経費 補助対象経費 補助金交付申請額

事業の計画

事業完了日

当初計画との差異

0

●（様式第６）計画変更等承認申請書、（様式第７）計画変更等届出書を提出する際は、新規導入件数の変更の有無に関らず必ず「② 今回、新規導入したい件数欄」を記載してください。

●（様式第６）計画変更等承認申請書、（様式第７）計画変更等届出書を提出する際は、事業完了日の変更の有無に関らず必ず「事業完了日欄」を記載してください。

●（様式第６）計画変更等承認申請書、（様式第７）計画変更等届出書を提出する際は、事業費の変更の有無に関らず必ず「計画変更の補助金算出明細欄」を記載してくださ

い。変更がない場合には、「申請時の事業費欄」をコピーしてください。
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500 以上として下さい

② 今回、新規導入したい件数

2) 遠隔検針システム構築事業を導入したい場合

ｄ． 新規導入数の上限は、ｂ．の条件（上限は８００件）により 800

0

導入件数は300～800件にて申請



事業区分１　遠隔開閉栓等システム構築事業を導入した場合

件

件

件

今回、設置し稼働した新規導入件数 件

事業区分２　遠隔検針システム構築事業を導入した場合

件

件

件

今回、設置し稼働した新規導入件数 件

（単位：円）

0

項目

実績報告の補助金算出明細

0

（ハ）その他 0 0 0

補助事業に要した経費 補助対象経費 補助率 実績報告額

（イ）物品購入費 0

（ロ）消耗品費等

（ハ）その他 0

0

計 0

4,500,000 4,500,000 1/2 2,250,000

当初計画または計画変更との差異 （単位：円）

1/2 0

計

4,500,000

項目 補助事業に要した経費 補助対象経費 補助率 実績報告額

（イ）物品購入費 4,500,000 2,250,000

（ロ）消耗品費等 0 0

事業完了日

事業期間

● 実績報告（事業が完了した際に記載して下さい。）

交付申請書で計画した新規導入件数

変更した新規導入件数

600

変更した新規導入件数

交付申請書で計画した新規導入件数

差異

差異

実施内容

P.6

事業開始日


